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成長戦略と企業
オリックス 会長・グ,レープCEO 宮内 義彦 氏

近年、企業経営者の高齢化が進み、また少子化などの影響

怠 後継者不在による事業承継問題は、経営者にとってます

ます深刻化していま現 また、著しく日々 変化する経済 。経営

環境や時代による価値観の違いなどから、事業承継の流れ

財輸出は 5カ月ぶりの減少となった。サー

ビス貿易は受取額が0,8%増、支払額が 0.6

%減だった。財とサービスを合わせた貿易

収支は 4カ 月連続の黒字となったが、黒字

幅は縮′lヽ した。 (WWW.jetro.go.jp/biZnew
s/5375661d5a168)

www.bushesswire.com/

▼米マスターカー ド、イン ドのソフ トウエア

企業オーパス 。ソフ トウエア 。ソリューシ

ョンズか ら電子決済サービスを手掛ける子

会社エ レク トラカー ド・ サービシズを買収

(WWW.mastercard.com)

▼豪 CBDエ ナジー、米国では初めて家庭向

け太陽光発電設備を設置 (WWW,Cbdenergy
.com)

▼調査会社 リサーチ 。アン ド・ マーケ ッツ、

新 しい分子標的薬で治療法が多様化す る

2020年 までのアジア太平洋地区の乳がん治

療市場動向を公表 (WWW,researchandmar
kets,com)

▼米エアウルフ 3D、 ポ リカーボネー トなど

高温で成形する材料に対応できるエ ンジニ

ア向けデスク トップ 3D(3次 元)プ リン

ターを3500円レ以下で発売 (WWW,airwolf3d,
com)

▼圧カセ ンサーメーカーの米テクスキャン、

より幅広い温度 。湿度下で使用可能な新製

品を発表 (WWW.tekscan.com)

▼米計測機器大手のアジレン ト・ テクノロジ

ー、米マサチューセ ッツエ科大学 (MIT)
に最先端の試験機器を寄贈 (WWW.hOme.ag
ilent.com)

▼スウェーデンの商用車大手スカニア、エジ

プ ト・ カイ ロの交通当局にバス 150台納入

(WWWoSCania.com)

▼米寝具大手のサータ、形状記憶ジェルを用

いたベ ッ ド用マ ッ トレスを発売 (WWW.Ser
taocom)

▼米不動産のテ レーノ・ リアルティ、カ リフ

ォルニ ア州サ ンレア ン ドロの工業用地を

1330万ドルで取得 (WWW.terreno.com)
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ビジネスワイヤから

約 2億5000万人と東南アジア J L
諸国連合 (ASEAN)最 多の |

人口を誇るイン ドネシア。近年

は賃金上昇に伴い消費市場とし

ての魅力を増し、小売りや外食

などの日本企業の進出が加速し

ています。一方、所得 。文化 。

宗教などの商で日本と異なる環

境下、当初計画の変更を迫られ

る企業も少な くありません。

売 り方、現地仕様も考慮
日本総合研究所 総合研究部F]研究員 桑原 優樹氏

ファス トフー ドチェーンのA社は

日本での主力商品をほぼそのまま現

地でも提供 し成功を収めています。

ただし、日本のビジネス自体をまる
ごと現地で行ったわけではありませ

ノし。

進出時に問題 とされたのが価格で

す。 A社は主力商品を 日本と同 じに

する方針を当初か ら決めていたため

価格 も日本 と同程度とせざるを得な

か ったか らです。 日本では安さを強

く訴求できる水準ですが、現地では

決 して安 くない水準で した。

また、 1人客が多い日本の店舗で

主流のカウンター席が、家族や友人

との食事を重視する現地には向かな
いことも懸念されました。

そこでA社が最初の出店場所に選

んだのは、最高級クラスのショッピ

ングモール内でした。店舗はテーブ

ル席を中心とし、顧客対象を所得水

準が高めの層にし、グループで楽し

みやすい店に改めたのです。人口の

大半を占めるイスラム教徒に安心 し

て食べてもらえるように、イスラム

教の戒律にのっとった「ハラル認証」

を取得す るな ど現地化戦略が奏功

し、当初予定を大幅に上回るペース

で店舗数を拡大 しています。

イン ドネシアでの 日本人気は大変

高 く、 日本で提供するサービスをそ

のまま持ち込む ことが非常に喜ばれ

る部分は多いです。ただ、時には現

地仕様のビジネス形態に変化させる
ことも重要なのです。

(出所)経済産業省「新中間層獲得戦略に関する基礎的
調査」(2012年 3月 )を基に日本総合研究所作成
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